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路上故障車等に対する特定整備に係る作業の取扱いについて 

 

 

事故や故障等により道路上等に停止する自動車（以下「路上故障車等」という。）に

よって、他の交通の妨げになり二次的な事故等につながるおそれがある場合には、当

該自動車をその場から緊急的に退避させる必要がある。この場合において、当該自動

車を必要最小限に移動させるために行う道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省

令第 74 号。以下「施行規則」という。）第３条各号に規定する装置の取外し、取付け

又は運行補助装置の取付位置若しくは取付角度の変更行為については、今般、下記の

とおり整理したので、了知されるとともに、関係者に周知徹底し、遺漏のないよう取

り扱われたい。 

なお、一般社団法人日本自動車整備振興会連合会会長あて別添のとおり通知したの

で申し添える。 

 

記 

 

１．路上故障車等を必要最小限に移動させるために行う装置の取外し行為及び運行補

助装置の取付位置若しくは取付角度の変更については、自動車の構造又は装置の

機能を正常に保ち又は正常に復することを目的としていないことから、道路運送

車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第 49 条第２項の「自動車の整備又は改造」に該

当せず、同項の「特定整備」に該当しない。 

 

２．施行規則第３条各号に規定する装置の取外し行為を行った後の整備若しくは改造

（取付け）については、自動車の構造又は装置の機能を正常に保ち又は正常に復す

ることを目的とする行為が含まれていることから「特定整備」に該当する。 

ただし、自動車特定整備事業者が路上故障車等を必要最小限の移動をさせるた

め、必要最小限の応急的な措置として特定整備を行った後に、当該事業者の事業場

において、当該応急措置部分に付随する整備作業及び整備主任者によるできばえ

確認業務等が行われる場合にあっては、当該整備作業を前提とした一連の作業で

あることから、必要最小限の応急的な措置として行った特定整備については、事業

場外の作業であっても、「自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について」



      

（平成 18 年３月２日付け国自整第 126 号）及び「「自動車整備事業者に対する行政

処分等の基準について」の細部取扱いについて」（平成 18 年３月２日付け国自整第

127 号）によらず、行政処分の対象とはしないこととする。 

 

 
 
 


